
ひとり親家庭のみなさんへ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

何か資格を取りたい方！ 

スキルアップ・資格取得を応援するため 

指定された講座費用の一部を支給します。 

《問い合わせ先》 

海老名市役所１階７番窓口（勝瀬 175 番地の１） 

海老名市保健福祉部こども育成課 

母子・父子自立支援員 月～金 9 時～17 時       

☎０４６－２３５－４５０４ 

※海老名市公式ＬＩＮＥアカウントから相談の予約ができます。 

「メニュー」→「予約イベント」→ 

「相談予約」→「ひとり親家庭相談」 

 

 

自立支援教育訓練給付金事業 

 

 
 
友達登録は 

こちらから 

令和６年 10 月 



 

給付対象者 

満 20 歳に満たない者を扶養しているひとり親家庭の親で、次の①～④

の要件を全て満たす方が対象となります。 

 

①ひとり親自立支援プログラム策定等の自立に向けた支援を受けてい

ること。 

②当該教育訓練を受けることが、適職に就くために必要であると認めら

れること。 

③過去に本事業の給付金を受給したことがないこと。 

④社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会の「ひとり親家庭高等職業訓練

促進資金貸付金」の貸付を受けていないこと。 

 
 
対象講座 

・雇用保険制度の一般教育訓練給付金の指定教育訓練講座 

・雇用保険制度の特定一般教育訓練給付金の指定教育訓練講座 

・雇用保険制度の専門実践教育訓練給付金の指定教育訓練講座 

・その他、市長が地域の実情に応じて定める講座 
 
支給額 

・支払った費用の 60％に相当する額を支給します。この額が１万

2,000 円未満の場合は支給されません。支給の上限は 20 万円です。 

・専門実践教育訓練給付金の指定教育訓練講座を受講する場合は年間

の上限額が 40 万円となり、最大 160 万円（４年間）支給されます。 

・専門実践教育訓練給付金の指定教育訓練講座を修了した日の翌日か

ら１年以内に教育訓練に係る資格を取得し、就職等した場合は、追加

支給として受講費用の 25％（年間上限 20 万円）が支給されます。 

・雇用保険から教育訓練給付金の支給が受けられる場合は、雇用保険か

ら支給された金額を差し引いて支給されます。 



手続きの流れ 

 

 

 

 

 

１ 事前相談 

給付金の支給を受けるには事前相談が必要です。当該事業の支援を受け

たい方は事前に必ず母子・父子自立支援員までご相談ください。 
 
２ 受講対象講座指定申請 

受講講座が決まったら、受講前に「教育訓練給付金事業受講対象講座指

定申請書」とともに下記①～⑥の書類を提出します。 

市で確認できる場合は、申請者の承諾により提出が省略できます。 
 

① 申請者とその児童の戸籍謄本又は抄本（省略可） 

② 世帯全員の住民票の写し（省略可） 

③ ひとり親自立支援プログラムの写し等の自立に向けた支援を受けてい

ることを証する書類（市で確認できる場合は省略可） 

④ 受講する養成機関及び講座のパンフレット等 

⑤ 教育訓練給付金支給要件回答書（ハローワークにて発行） 

⑥ マイナンバーが確認できるもの 
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３ 受講開始 

市の審査後、受講対象講座指定通知書を受けたら、受講を開始します。 

 

４ 支給申請 

受講修了後、修了日から起算して 30 日以内に「教育訓練給付金支給申

請書」とともに下記①～⑧の書類を提出します。 

市で確認できる場合は、申請者の承諾により提出が省略できます。 

専門実践教育訓練を受講し、雇用保険の受給資格がない給付対象者につ

いては、６か月ごとに分けて支給を受けることもできます。 

 

① 申請者とその児童の戸籍謄本又は抄本（省略可） 

② 世帯全員の住民票の写し（省略可） 

③ ひとり親自立支援プログラムの写し等の自立に向けた支援を受けて

いることを証する書類（市で確認できる場合は省略可） 

④ 受講対象講座指定通知書（市で確認できる場合は省略可） 

⑤ 自立支援教育訓練施設長が、受講者の自立支援教育訓練の修了を認

定する自立支援教育訓練修了証明書 

※６か月ごとの支給を受ける場合は、受講証明書（６か月ごと）の提

出が必要です。 

⑥ 自立支援教育訓練施設長が、受講者本人が支払った自立支援教育訓

練経費について発行した領収書 

⑦ 雇用保険の教育訓練給付金が支給されている場合は「教育訓練給付

金支給・不支給決定通知書」 

⑧ 申請者名義の振込先口座を確認できるもの 

 

 


